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2位はブラジルの 5％），ダイズの 72％も米国から（第 2位はブラジルの 17％，
第 3位はカナダの 10％），セイヨウナタネの 92％がカナダから，ワタの 60％
も米国から（第 2位はブラジルの 19％）と，いずれも北米から輸入している
状況である。その最大輸入国における GMOの割合は，いずれも 9割を超えて
いる（2018 年度の統計では，トウモロコシ（米国）の 92％にあたる 1250.2 万
トン，ダイズ（米国）の 94％にあたる 218.0 万トン，セイヨウナタネ（カナダ）






























11　E. M. Kilbourne, R, M. Philen, M. L. Kamb, and H. Falk, Tryptophan produced by 
Showa Denko and epidemic eosinophilia-myalgia syndrome, J RHEUMATOL SUPPL. 1996 
Oct;46:81-8. 
12　Michael Bates, Settlement Ends $75 Million Lawsuit Against Japanese Company, 










視されていたことから，アメリカ合衆国保健福祉省（Department of Health 
and Human Services，HHS）配下のアメリカ食品医薬品局（Food and Drug 
Administration：FDA）による情報提供のあり方も問題になっていた 15。
また，有名なものとして，1998 年 8 月，スコットランドのローウェット研
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  遺伝子組換え技術が 1970 年代に米国で開発されると，人工生物の病原性や
安全性についての懸念が高まった。そこで，1976 年に，米国では，国立衛生










約（CBD：Convention on Biological Diversity）を背景に，1999 年にコロ
ンビアのカルタヘナで締約国会議が開催され，2000 年にカルタヘナ議定書
（生物の多様性に関する条約のバイオセーフティに関するカルタヘナ議定書：























幸福追求権とそれに伴う公共の福祉（同法 12 条，13 条）およびそうした技術
を用いる産業等との営業の自由（同法 22 条），財産権保障（同法 29 条）との
調整も必要になる 38。
こうした研究の具体的な方法やその安全性等に関する法律は未だに存在して































（ライフサイエンス系施設（29 条から 37 条））











環境保全に関する条例（14 条の 2 第 2 号「遺
伝子組替施設を有する事業場」 （昭和 62条例 8・
追加））
昭和 47 年 4 月 10 日条例
第 19 号



















平成 17 年 12 月 27 日条例
第 53 号
新潟県 （にいがた）食の安全・安心条例
（交雑・混入防止（10 条 6 項））

















タヘナ議定書が 2000（平成 12）年 1月に採択され，2001（平成 13）年 9月に














確認されたものが栽培できる（同法 4条から 11 条）。2種類目は，「閉鎖系（拡
散防止措置の下）での使用」であり，実験室，工場内などを指す。環境中への
拡散の防止するために定められた方法で使用できる（同法 12 条から 15 条）。
なお，日本で最初の GMOは，サントリー株式会社が開発した「青いバラ」
である 42。同社は 1990（平成 2）年から開発に着手した。1995（平成 7）年には
青いカーネーション「ムーンダスト」の開発に成功し，1997（平成 9）年から
日本でも販売し始めた。しかし，「青いバラ」の開発には困難が伴った。そのため，













やされ，承認が下りたのは，2008 年 1 月 31 日のことであった。
（４）食品衛生法，食品安全基本法
食品安全基本法（平成 15 年法律第 48 号）8条 1 項および食品衛生法（昭和

















年 12 月厚生省告示第 370 号）」第 1A第二款および第三款ならびに第 2Dに規
定する安全性審査の手続の規定の下に定められた「組換え DNA技術応用食品
及び添加物の安全性審査の手続（平成 12 年厚生省告示第 233 号，以下「手続
告示」という。）」に基づき行われる。





る食品安全委員会に安全性の評価を依頼し（手続告示 3条 2 項），食品安全委
員会は安全性の評価（食品健康影響評価）を行う。評価の結果，安全性に問題
がないと判断した食品を，厚生労働省が公表し（同告示 3条 4 項），それらが
流通することになる。
































（６）GMO の表示規制とトレーサビリティ（米国式と EU 式）
日本の GMOの表示制度は，2001 年 4 月から，食品衛生法，農林物資の規
格化および品質表示の適正化に関する法律（JAS法，昭和 25 年法律第 175 号）
および健康増進法（ 平成 14 年法律第 103 号）に基づき行われてきたが 47，2013
年 6 月，これらが一本化され食品表示法（平成 25 年法律第 70 号）が公布され，
2015（平成 27）年 4月 1日に施行された。



















成 28 年７月に成立）により，遺伝子組換え食品に対し，情報開示 が義務付け
られることとなった。（ただし，情報開示の対象や表示方法については，成立






発 信 を 目 指 し て ―」2頁（https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/quality/


















最高度の物理的封じ込め機能（P4 レベル 52）を有する組換え DNA実験区域を
備えた総合的研究施設設置の必要性に関する提言に基づいて，被告理研によっ
て建設されたものである。本件は，原告らが，被告に対し，不法行為および人
















































（２）国立感染症研究所実験等差止請求控訴事件―東京高判平成 15 年 9 月 29
日（訟月 51 巻 5 号 1154 頁）54 上告棄却・上告不受理（最三小判平成 17 年 4














































































































（４）大阪・高槻市 JT バイオ施設情報公開訴訟―大阪高判平成 14 年 12 月 24







































用の観点から許されないなどとして，同情報は，前記条例 6条 1項 2号の法人

























































農林水産省の報告書 63 によれば，鳥インフルエンザは，2004（平成 16 ）年
の山口県，大分県，京都府の発生に引き続き，平成 17 年 6 月下旬から 12 月
下 旬までに，茨城県および埼玉県下において，41 例（うち茨城県 40 例，埼




















































interest organization and concerned citizens）は，1983 年，環境影響評価
報告書も発表せずに組換え微生物を環境に放出する実験 70 の差止訴訟を連邦
地方裁判所に提訴し，翌年，勝訴した（Foundation on Economic Trends v. 
Heckler, 587 F. Supp. 753 (1984)）。訴訟は，組換え DNA物質の一般環境への
意図的な（deliberate）放出を許可するという国立衛生研究所（NIH）の所長
（Director）らの決定に関するものであった。具体的には，原告らは，被告で
ある連邦政府が NEPAの 42 U.S.C.S§4332（2）（C）に準拠し，環境品質評















金提供を承認した件に関しても，被告国防長官（Secretary of Defense and 
Secretary of the Army）に対して訴訟を提起した。被告は，生物兵器に対す
る保護を開発するためにエアロゾル毒素研究所の建設を提案し，EISの提出が
なされていないにもかかわらず承認した。そこで，原告らは，被告が EISを
















2015 年 7 月 29 日，世界保健機関（WHO）の機関である国際がん研究機




























統合されることとなった（In re Roundup Prods. Liab. Litig., 214 F. Supp. 3d 
1346 (2016)および In re Roundup Prods. Liab. Litig., 2018 U.S. Dist. LEXIS 
71　Gary M Williams et al., A review of the carcinogenic potential of glyphosate by four 

















カリフォルニア州の陪審員は，3日間の審議の末，2018 年 8 月 10 日，モン
サント社が 3,900 万ドルの補償的損害賠償と 2億 5,000 万ドルの懲罰的損害賠
償を与えるべきとの決定をした。しかし，この陪審員による判断は，上級裁判
所（Superior Court of California in San Francisco）裁判官により一部変更さ
れた。損害賠償額はそのままであるが，懲罰的損害賠償は 3,900 万ドルに減額
された 75。
72　The New York Times, Monsanto Ordered to Pay $289 Million in Roundup Cancer 




















リフトによって引き起こされた作物被害は記録的なものであり，2019 年 8 月
23 日時点で，590 件のジカンバによる苦情があった 76。こうしたジカンバによ
る被害の疑いに対応して，米国環境保護庁（U.S. Environmental Protection 







している。被害額は 2,090 万ドル（約 20 憶円）に達すると言われ，彼はその
賠償を求めている。その訴訟は，現在はバイエル傘下のモンサントと，ドイツ
76　Johnathan Hettinger, Despite federal, state efforts, dicamba complaints continue, 























re Dicamba Herbicides Multi-District Litigation,1:18-MD-2820-SNLJ （E.D. Mo.）
（the "MDL"と称される。）である。2018 年 2月 1日，民事訴訟のうち 5つがミ
ズーリ州東部地区の連邦地方裁判所に移管され統合され審理されることとなっ
た（In re: Dicamba Herbicides Litig., 289 F. Supp. 3d 1345 (2018)，In re Dicamba 
Herbicides Litig., 2020 U.S. Dist. LEXIS 105820）。
ベーダー氏は，MDLの原告の一人ではあるが，作物被害の訴訟には参加しな







（４）PGS 事件―GMO の欧州特許条約（EPC）53 条 a 該当性 77 




















78　European Patent Office （EPO）, The European Patent Convention, available at https://
www.epo.org/law-practice/legal-texts/html/epc/2016/e/ar53.html.






















しは，Rebecca M. Bratspiesの論文 84 に詳しく，これに基づき以下に紹介する。
2000 年 9 月 18 日，消費者と環境の連合グループ（coalition of consumer 
and environmental Groups）は，食料品店で販売されているタコベル社製
のタコシェル（Taco Bell taco shells）のスターリンク・トウモロコシから





84　Rebecca M. Bratspies, Myths of Voluntary Compliance: Lessons from the StarLink 






































































リティに関する全米科学諮問委員会」（National Science Advisory Board for 
Biosecurity（NSABB））は，情報の悪用を懸念し内容の一部削除を勧告した 95。












欧州委員会（European Commission）は 2013 年に昆虫の神経を麻痺させる















本件については，枝廣淳子氏と多田博之氏が共同代表を務める Japan for 
Sustainabilityの記事に詳しく，それを基に以下に紹介する。
英国政府の研究機関，自然環境研究委員会（Natural Environment Research 
Council （NERC））生態環境研究所（Centre for Ecology & Hydrology （CEH））
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quick.co.jp/research/52　2020年9月22日最終確認）。
99　Ben A. Woodcock, Nicholas J. B. Isaac,  James M. Bullock,  David B. Roy,  David G. 
Garthwaite, Andrew Crowe & Richard F. Pywell, Impacts of neonicotinoid use on long-
term population changes in wild bees in England, NATURECOMMUNICATIONS vol.7, Article 
number: 12459 (2016). 















その後，2018 年 2 月に発表された欧州食品安全機関（EFSA）の報告書は，
あらゆる屋外での殺虫剤の使用は，土壌と水を汚染する原因になっており，ミ
ツバチと野生種のマルハナバチの両方に対し高いリスクに繋がっていると結論



































In My Back Yard”：我が家の裏庭には御免）施設であることであろう。
日本では，感染研が 1981（昭和 56）年に東京都武蔵村山市に，理研が 1984
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